
確地区計画 とまちづくりや    す

地区計画は、これからこんなまちをつくりたい、こんなまちにしたいというみなさんの

市望をまとめて、それを実現するために、具体的なまちづくりのルァルを決めていくもの

ですⅢ

現在、相模大野f駅西側地区では、多様な都市機能の集積年により、にぎわいのある魅力
‐
的な中心市街地の形成を目標に地区計画が定められています。

計画の趣旨をご理解いただき、まちづくリヘのご協力をお願いいたします。
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※用途地域年の詳細は、都市計1画課で、ご確認ください。



相模原都市計画地区計画の変更 (相模原市決定)

都市計画相模大野駅西側地区地区計画を次のように変更する。

名 称 相模大野駅西側地区地区計画

位 置 相 模 原 市相 模大 野三丁 目

面 積 約 2  3 ha
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地 区 計 画 の 標 本地 区は、小田急線相模大野駅北 口に位置 しt本 市における

拠点商業地 内であ り、多様な都市機能 の集積等 によりにぎわい

のあ る魅力的な中心市街地 として整備す る必要がある。

このため、本計画により、商業、業務、文化、ア ミユーズメ

ン ト等諸機能 の一層の集積 を図るとともに、 良好な都市環境の

形成 と合理的 “土地利用を促進す ることを 目標 とす る。

土 地 利 用 の 方 針 駅至近 の立地条件 を活か し、商業、業務施設や都市型住宅等

の集積 を図 るとともに、致地の共 同化及び土地 の適正な高度利

用 を図 るな ど、本市南部の玄関 国にふ さわ しい合理的な土地利

用 を促進す る。

地 区施設 の整 備 方針 既存道路 の拡幅等 により、都市計画道路 に接続す る道路を整

備す るとともに、駅を中心 と した歩行者の利便性の向上等を図

るため、施設建築物の敦地内に歩行者専用通路 を配置す る。

また、防災機能 の向上を図 るとともに憩いや うるおいのある

市街地 を形成す るために、広場状空地 を適切 に配置す る。

建 築物 等 の整 備方 針 拠点商業地 と しての土地の合理的かつ健全な高度利用 を促進

し、商業、業務施設や都市型住宅等 の集積 を図 り、魅力ある市

街地環境 の形成 を図るため、建築物 の用途、建築物 の建築面積

の敷地面積 に対す る割合の最高限度、敷地面積 の最低限度 など

について制限するとともに、 よ り安全で快適 な歩行空間を創出

す るため、壁面の位置について到限す る。

緑 化 の 方 針 うるおいのある市街地環境 の形成 を図 るため、広場状空地 を

は じめ、致地 内のオープンスペースに緑化 を推進す る。
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次の各号に掲げる建築物は建築 してはならない。

(1 )  建 築物の 2階 以下の部分を住宅、共同住宅、寄宿舎

及び下宿の用途に供するもの (それ らの用途のための入

ロホール、階段、建築設備諸室、 自動車車庫、自転車置

場、物置、管理人室等の部分を除 く。)

( 2 )  個 室付浴場業に係 る公衆浴場その他 これに類する建

築基準法施行令第 18 0条の 9の 2に規定するもの

(3 )  倉 庫業を営む倉庫

(4 )  建 築基準法別表第 2(と )項 第 2号 から第 4号 に掲げ

るもの (原動機を使用するパン犀、米屋、豆腐屋、菓子

屋その他 これ らに類す る食品製造業 (食品加工業を含

む。)、クリーニング業、同項第 3号 (5 )に 掲げる事業

(裁縫及び編物に限る。)又 は同号 (1 2 )に掲げる事業

を除 く。)

建 築 物 の 建 ぺ い 率

の 最  高  限  度

7/ 1 0と する。

ただし、建築基準法第 53条第 3項 各号のいずれかに該当

する建築物にあっては、1/ 1 0を 、同項各号のいずれにも

該当する建築物又は同条第 5項第 1号 に該当する建築物にあ

っては、2/ 1 0を 加えた数値とする。

建 築 物 の敷 地 面 積

の 最  低  限  度

5 0 0 ポ

ただ し、公衆使所 、巡 査派 出所そ の他 これ らに頼 す る公益

上 必要 な建 築物 の敷地 と して使用 す る場 合 は、この限 りで な

V 。ヽ

肇 面 の 位 置 の制 限 建築物の壁又はこれに代わる柱の面は、都市計画道路境界

線又は道路境界線から 2 m以 上後退 した位置とする。

ただ し、渡 り廊下その他の通行又は運搬の用途に供する建

築物、工作物及びこれ らの部分については、この限りでない。

建 築 物 等 の 形 態

又 は 意 匠 の 制 限

建築物の形態及び意匠は、良好な市街地環境を創出するた

め、都市景観に配慮 したものとする。

「区城、地区施設の配置 は計画図表示の とお りJ


